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五島市元職員による不正行為等に関する

第三者委員会報告書概要版
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平成25年事案及び平成29年事案※を対象とし、

第三者による客観的な調査及び五島市が策定する再発防止策への提言を目的に

令和８年１月に設置

第三者委員会概要

第1回（令和８年２月12日・13日）
• 事案の概要の説明・質疑応答

• 班向け・訪問職員向けアンケート・ヒアリング（案）の検討

第2回（令和８年２月27日・3月2日）
• 班向け・訪問職員向けアンケート・ヒアリング結果等の説明・質疑応答

• 再発防止策（案）の検討

第3回（令和８年３月23日・24日）
• 本委員会報告書（案）の検討

【委員】  勢一 智子（西南学院大学法学部教授）

  木上 貴裕（弁護士）

  西 秀雄（公認会計士）

【事務局】 合同会社デロイト トーマツ

設置目的

構成員
(敬称略)

実施概要

※：平成29年事案、平成25年事案については次頁で説明
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調査対象事案

平成29年
事案

平成25年
事案

五島市元職員であるA氏が、五島市職員として高齢者支援として関わったB1氏（報告書
日現在においてすでに逝去）から通帳及びキャッシュカードを窃盗し、現金合計400万円を
窃取した事案

平成29年事案の警察による捜査の過程で、A氏が同じく五島市職員として高齢者支援と
して関わったC1氏（報告書日現在においてすでに逝去）の通帳及びキャッシュカードを所
持していたことが判明し、さらにその口座より不正に現金合計4,610万円を引き出していた
事案

令和２年３月

事案の発覚
（五島警察署からの
調査照会）

令和２年10月
A氏逮捕

令和３年４月

刑事裁判の判決
（懲役３年

（執行猶予５年））

令和４年３月

事案発覚
（損害賠償を求める
旨の通知を受領）

令和４年９月

民事裁判の提訴

令和７年３月

民事裁判の判決
（連帯して損害額

（裁判費用含む）

及び遅延損害金の支払い）

令和８年１月

和解
（解決金支払いで
和解成立）

事案の発覚及び顛末
青：平成29年事案 緑：平成25年事案



本委員会は、以下の調査結果を踏まえ、事案の発生要因の分析や再発防止策の検討を進めた
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調査方法

アンケート結果を

踏まえた

ヒアリングの実施

閲覧資料 ：

• 調査対象事案等に係る事実関係に関する資料

• 五島市の組織図・ルール・取り組み等に関する資料

• 五島市議会に関する資料

実施方法 ：事務局からの電子メールによるアンケートの照会と回収

実施期間 ：令和８年２月３日（火）～令和８年２月６日（金）

対象 ：市民宅へ職員が継続的に訪問する可能性のある班（5班）

実施方法 ：Web形式（Microsoft Forms）による無記名回答
実施期間 ：令和８年２月９日（月）～令和８年２月16日（月）
対象 ：班向けアンケート対象班所属で、訪問業務に従事している職員（合計49名）
回答回収率 ：91.8％（49名中45名回答）

実施方法 ：Web会議（対象班と事務局のみで実施）
実施期間 ：令和８年２月12日（木）、令和８年２月16日（月）

対象 ：班向けアンケートの結果を踏まえて対象班を選定（3班）

訪問職員向け

アンケートの実施

班向けアンケートの

実施

五島市提供資料の

閲覧



調査結果等から、本件事案の発生は、個別業務においてルールが十分に整備されていないことのみが

要因ではなく、組織全体でのコンプライアンスに関する職員の当事者意識の欠如も要因であると考える
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事案の発生要因

発生要因

①

コンプライアンスに関する当事者意識の欠如

• 五島市役所内において、本件事案は個人の資質を背景に発生した他人事との

意識が根底にあり、組織的な対応が必要な問題であるとの認識が低かったと推察

発生要因

②

業務実態に合わせた個別ルール・体制の未整備

• 単独訪問できる基準等、訪問業務のルールを整備していない班も存在

• 上席者が職員の訪問業務の実態を適切に把握・管理できていなかったと推察

組織全体に関連

個別業務に関連



コンプライアンスの当事者意識の醸成のような五島市全体での対応が必要な「組織レベル」と

個々の業務において対応すべき「業務レベル」に再発防止策を分けて提言する
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再発防止策（案）

１．職員の意識改革
• コンプライアンスに関する研修だけでなく、管理職を対象とした倫理やマネジメントに関する研修も含め、体系

的かつ継続的に実施すること

２．法令順守に関する職員への定期的な調査の実施
• 職員に対して法令違反・不正行為等やその兆候について見聞きしたことがあるかについて定期的にアンケート

調査を実施し、能動的に対応できるようにすること

３．公益通報制度の見直し
• 公益通報制度が機能していない可能性があるため、要因を調査し、見直すこと

• 見直し後に周知する際、通報者の心理的安全性を確保できるよう努め、機能する体制を整えること

組織レベル

２．上席者による業務管理の充実・強化
• 訪問業務の予定と実績を対比できるように可視化する仕組みを整備すること

• 可視化した訪問業務の予定と実績を定期的に確認し、必要に応じてフォローすること

業務レベル

１．訪問業務に関する個別ルールの整備・強化
• 単独訪問を避ける場合の基準、金銭管理・授受の定義・例示等の業務のルールを整理し、明文化すること

• 明文化したルールは定期的に関係者に周知するとともに、運用状況についても確認すること

第三者委員会が提言する再発防止策（案）



【追加で検討いただきたい点】

• 本件事案では、本委員会の開催・報告まで、五島市主体での不正要因の調査・分析、再発防

止策の検討が行われてこなかった。今後、万が一、不正事案等が発生した場合には、五島市自ら

対応できる体制を整備することを検討されたい

• 五島市から本件事案内容が職員へ十分には説明されず、綱紀粛正のみが求められ、不安や不

信を感じていた職員もいた。そのため、職員の不安を取り除くためにも、適切な情報共有・周知に

関するルール等を整備することを検討されたい

【今後の期待】

• 本報告書で提言する再発防止策について、それぞれ単独で実施するのではなく、全体で有機的に

連携させ、ガバナンス強化につなげていくことを期待する

• 本報告書は、提出時点（令和８年３月31日）での調査・分析に基づくものである。本報告書

を土台として、今後明らかになる新たな事実も踏まえながら、五島市が主体となり継続的な改善

につなげることを強く期待する
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終わりに
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